
 

２０２２年９月 15日 

各  位 

会 社 名 大 英 産 業 株 式 会 社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長  大 園 信  

（コード番号２９７４  福証） 

問合せ先 執行役員管理本部長 宇留嶋栄治 

（TEL．093－613－５５００） 

 

代表取締役の異動（社長交代）、取締役役職等の変更、 

執行役員の選任及び組織変更に関するお知らせ 
 

 当社は、２０２２年９月１５日開催の取締役会において、下記の通り、代表取締役の異動、取締役役

職等の変更、執行役員の選任及び組織変更について決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１． 代表取締役の異動（社長交代）（２０２２年１０月１日付） 

 （１）異動の内容 

氏名 旧役職名 新役職名 

大園
おおその

 信
まこと

 代表取締役社長 代表取締役会長 

一
いち

ノ
の

瀬謙二
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専務取締役 

管理本部担当役員 
代表取締役社長 

 

 （２）異動の理由 

  当社は、２０２２年１１月２８日をもって創業５５周年を迎えます。今後も持続的な成長と経営体制の

新陳代謝を行うため、経営陣の若返りを図り、変化が厳しい経営環境に迅速な対応を行う体制とし、

企業価値の向上を図るためであります。 

 

 （３）新代表取締役社長の氏名及び略歴 

       新 役 職 名    代表取締役社長 

       氏 名    一ノ瀬 謙二 

       出 身 地    佐賀県 

       最 終 学 歴    ２００３年９月  九州国際大学 法学部法律学科卒業 

       略 歴    ２００３年９月  大英産業株式会社入社 

                          ２０１３年１０月 常務取締役就任 

２０１８年３月  グロービス経営大学院 経営研究科経営専攻 卒業 

２０２１年１０月 専務取締役就任 



取締役会

株主総会

監査役会

代表取締役会長

代表取締役社長

内部監査室
経営企画室

マ
ン
シ
ョ
ン
事
業
本
部

戸
建
事
業
本
部

不
動
産
流
通
事
業
本
部

新
規
事
業
開
発
本
部

す
ま
い
サ
ポ
ー
ト
事
業
本
部

街
づ
く
り
事
業
本
部

人
財
開
発
本
部

管

理

本

部

       所有株式数     ４，１８５株 

 

 （４）就任予定日      ２０２２年１０月１日 

 

２． 取締役の役職等の変更（２０２２年１０月１日付） 

氏名 旧役職名 新役職名 

茅原
かやはら

 嘉
よし

晃
あき

 
常務取締役 

戸建事業本部担当役員 

戸建事業本部本部長兼工事設計部部長 

専務取締役 

新規事業開発本部担当役員兼本部長 

兼街づくり事業本部担当役員 

岡本
おかもと

 達
たつ

暁
あき

 
取締役 

マンション事業本部担当役員 

取締役 

すまいサポート事業本部担当役員兼本部長 

宮地
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 弘
ひろ
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取締役副社長 

街づくり事業本部担当役員 

取締役 

 

 

３． 執行役員の選任（２０２２年１０月１日付） 

氏名 旧役職名 新役職名 

嘉村
か む ら

 朋子
と も こ

 
戸建事業本部 

マーケティング戦略部 部長 

新規事業開発本部 

新商品マーケティング部部長 

兼マーケティング執行役員 

 

４． 組織変更 

経営環境の変化により、従来の不動産開発事業を中心とした事業形態に加え、新たな事業の創生と

新商品や新サービス等を提供し、当社の経営理念である「元気な街、心豊かなくらし」の実現により近づ

けることを目的として、次の組織図に変更いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（１） 各事業及び部門本部には、業務執行責任者として、本部長、執行役員もしくは取締役を配置い

たします。 

（２） 新規事業開発本部は、当社の既存事業であるマンション事業、戸建事業、街づくり事業、不動産

流通事業とは異なる新たな事業の開発をする部門です。また、各方面のマーケティング機能を集

約し、新商品の開発や集客から販売方法の DX化を推進する部門を内設しております。 

（３） すまいサポート事業本部は、当社が創業以来お取引のあるお客様へ、新たなサービスを提案す

ることに加え、お客様の相談窓口を一元化し、お客様満足度向上を目指す部門となります。 

（４） 不動産流通事業本部は、中古不動産物件の再販を中心とした事業であり、今後、九州各エリア

に拡大するために、事業本部といたします。 

（５） 人財開発本部は、将来における人手不足問題に対処するため、採用の充実や各従業員のスキ

ルアップを目的とした研修制度の確立等を図り、人財の育成に注力する部門として独立部門とい

たします。 

（６） 経営企画室は社長直轄機関として、各事業の事業推進をサポートいたします。また、資本政策な

どを立案、実行し、企業価値向上を推進する部門といたします。 

 

以上 

 


